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雇用における男女平等に関する要請 

 

 貴職におかれましては、益々ご活躍のこととお慶び申し上げます。日頃より連合宮城の

取り組みに対しまして、ご高配を賜っていることに深く感謝申し上げます。 

 

 さて連合は、男女が均等な機会と待遇で、仕事と生活の役割と責任を分かち合いながら

働き続けることのできる、「男女平等参画社会」実現をめざして全国一丸となって取り組ん

でいます。この間、少子化・人口減少に直面する我が国においては、女性活躍の場の拡大

が進み、その結果、女性の労働市場への参入が促進されつつあります。 

その一方で、男女の所定内賃金の格差として、女性労働者の給与水準は未だ男性の約 7

割に留まっているという課題が残っています。また、ワーク・ライフ・バランスの取り組

みに注目が集まる中、さまざまな人たちがいきいきと働ける就業環境の整備・改善が一層

重要な課題となっています。 

 

 雇用の分野における男女平等は、政府の第 4 次男女共同参画基本計画においても、第 1

分野「男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍」として極めて重要な位置付けとされて

います。 

また、同計画では、「男女共同参画を我が国における最重要課題として位置付け、国際的

な評価を得られる社会」をめざすとされています。加えて、近年では、性的指向・性自認

（ＳＯＧＩ）への対応や、仕事と不妊治療の両立など新たな課題も顕在化してきており、

これらの課題に対する労働分野での窓口としての雇用環境・均等室の果たす役割はますま

す大きくなっていると考えています。 

 

連合宮城としても、貴職と緊密な連携をはかりつつ、すべての労働者の待遇改善の促進、

就業環境の整備に向けて努めていきたいと考えています。 

つきましては、下記の要請事項の実現に向けてお取り計らいくださいますよう、ご要請

致します。 

 



記 

１．仕事と育児・介護、不妊治療等が両立できる就業環境の整備に向けて、育児・介護休

業法等にもとづく両立支援に必要な相談対応・指導を強化すること。また、2020 年 4月

1 日に施行となった同一労働同一賃金に関する法律およびガイドラインをもとに、事業

主に対して、短時間・有期雇用労働者や派遣労働者であることを理由とした差別的取り

扱いの禁止を徹底するとともに、通常の労働者との不合理な待遇差の解消をはかるよう

指導を強化すること。 

２．両立支援等助成金などの制度や介護サービス等の情報提供を含め、事業主が行う職場

における相談窓口の設置等の取り組みを積極的に支援し、従業員が利用しやすくするこ

と。また、支援にあたっては、事業主にとってどのような助成金が存在するのか容易に

判別でき、アクセスできるよう、窓口を含めて業務に工夫を凝らすこと。その際、申請

手続きが煩雑であることを理由に申請をためらうといった声もあることを踏まえ、労務

管理上の課題解決を指導する任にある雇用均等指導員の業務範囲の見直しや、各都道府

県に設置されている働き方改革推進支援センターの活用を検討すること。 

３．ハラスメントについて、2019年 6月の国際労働機関（ＩＬＯ）総会で採択された「仕

事の世界における暴力とハラスメントの根絶」に関する条約（第190号条約）をめぐる

グローバルな議論や、5 月に成立したハラスメント対策関連法に関する国会や労働政策

審議会における議論を踏まえ、一元的かつ相談者のプライバシーに配慮し寄り添った丁

寧な相談対応を行うとともに、未然防止を含めた就業環境の整備に向けた取り組みを推

進すること。 

４．ジェンダー・バイアス（無意識を含む性差別的な偏見）や、固定的性別役割分担意識

にもとづく言動（いわゆる「ジェンダー・ハラスメント」）を根絶する重要性について、

専門家の知見を活用しつつ、改めて各職場への周知啓発を行うこと。 

５．性的指向・性自認に関するハラスメント（いわゆる「ＳＯＧＩハラ」）について、相談

対応に必要な研修を継続的に実施すること。また、雇用環境・均等室に所属するすべて

の職員が、性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）に関する差別や仕事と不妊治療の両立など、

さまざまなジェンダーに関する課題に対応できるよう、継続的に研修を実施すること。 

６．次世代育成支援対策推進法にもとづく認定制度や、育児・介護休業法にもとづく育児

に関する休業・休暇や措置などについて、男性の育児休業取得促進をはじめとする仕事

と育児の両立支援を強化するため、積極的に周知すること。 

７．女性活躍推進法にもとづく一般事業主行動計画について、いわゆる「ＰＤＣＡサイク

ル」や、男女の賃金の差異の把握が重要であることを周知しつつ、事業主に対して、積

極的な状況把握・課題分析、計画の策定・見直しを促すこと。また、中小企業も含めた

取り組みが一層促進されるよう、就職活動中の学生や求職者に対して、データベース等

の周知を積極的に行うこと。 

以 上 


